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 諸般の報告 

（１）本県における高病原性鳥インフルエンザへの対応について 

県内養鶏場で発生した高病原性鳥インフルエンザへの対応状況 

○ 農場概要 

発生日：令和７年 12 月 25 日 

農場所在地：城里町 

飼養羽数：採卵鶏 約 96 万羽 

〇 速やかに殺処分を完了させるため、県職員の緊急動員に加えて、市町村、農林水

産関係団体、（一社）茨城県建設業協会や（一社）茨城県産業資源循環協会等の協

定締結団体にも動員を要請。また、民間事業者に一部作業を業務委託。 

〇 その結果、12 月 30 日に殺処分を完了。さらに、埋却や密閉容器による封じ込め、

農場内の消毒など全ての防疫措置を１月５日に完了。 

〇 搬出制限区域は１月 16 日に、移動制限区域は１月 27 日に解除。 

〇 発生農場への支援策として、殺処分した鶏などの評価額分の手当金が国から交付

されるとともに、経営再開資金等の融資が活用可能。 

〇 県内全ての養鶏場に対し、国内の発生状況を周知するとともに、引き続き、鶏舎

の防鳥ネット等の点検、消毒の徹底、飼養鶏に異常を認めた際の早期通報など、飼

養衛生管理基準の遵守徹底を指導していく。 

 

（２）サツマイモ基腐病への対応について 

１ ひたちなか市で発生したサツマイモ基腐病への対応状況 

○ 令和７年 11 月５日以降、ひたちなか市の６ほ場（合計面積：131a）においてサ

ツマイモ基腐病の発生を確認。 

○ 本病のまん延防止に万全を期すため、発生ほ場における株の抜き取り・消毒と

いった通常の対応ではなく、発生ほ場から約 500ｍの範囲における、かんしょ以外

の品目も含めた周辺ほ場（約 26ha）の消毒を実施。 

○ 11 月 27 日時点で、対象地域内の全てのかんしょほ場について、消毒を完了。 

○ 去る２月 19 日をもって、かんしょ以外の品目の作付けほ場を含め対象地域内の

全てのほ場において消毒作業を完了。 

 

２ 今後の対応 

○ ひたちなか市の発生地域を中心に、引き続き、警戒を要する状況が続いている

ことから、本病の発生予防・まん延防止に万全を期すため、県総合防除計画に定

める遵守事項の見直しを行うとともに、防除対策の徹底を指導していく。 
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 諸般の報告 

○ 特に、ひたちなか市の発生地域においては、サツマイモ基腐病まん延防止緊急対

策事業により、健全な種苗の導入や薬剤散布に必要な経費を助成し、防除対策の徹

底を図っていく。 

○ また、発生ほ場においては、２年間かんしょの作付けを禁止しているため、他品

目生産で使用する農業機械等の導入や代替地でのかんしょを生産するための土づく

りに必要な経費の助成等により、経営継続を支援していく。 

 

（３）令和７年産米
こめ

の食味ランキングにおける「特Ａ」評価の状況について 

○ 一般社団法人日本穀物検定協会が実施している米の食味ランキングにおいて、本

県の「県央コシヒカリ」が令和４年以来３年ぶりに、「ふくまる」が初めて、最高評

価の「特Ａ」を獲得。 

○ 「特Ａ」については、生産者や実需者の良食味米への関心が高く、「魚沼コシヒカ

リ」（新潟県）、「つや姫」（山形県）等の全国的に有名な銘柄は毎年のように「特Ａ」

を獲得しているため、本結果による県産米の認知度向上を期待。 

○ 県では、モデルほ場設置による良食味米生産の指導及び、全国の主要コンテスト

での金賞受賞を目指した技術開発を推進。 

 

【参考】本県産米の食味ランキング結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
ランキング結果 

R7 年産 R6 年産 R5 年産 

県北コシヒカリ   Ａ’ Ａ Ａ 

県央コシヒカリ 特Ａ Ａ Ａ 

県南コシヒカリ   Ａ’ Ａ Ａ 

県西コシヒカリ － － Ａ 

ふくまる 特Ａ Ａ Ａ 

にじのきらめき Ａ Ａ － 

（参考）5段階評価の基準 

「特Ａ」・・・基準米より、特に良好なもの 

「Ａ」 ・・・基準米より、良好なもの 

「Ａ’」・・・基準米と、おおむね同等なもの 

「Ｂ」 ・・・基準米より、やや劣るもの 
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 諸般の報告 

（４）「全国ほしいもグランプリ２０２６」の開催結果等について 

○ １月 10 日「ほしいもの日」に、「全国ほしいもグランプリ２０２６」を開催

し、全国から出品された 41 点の中から日本一美味しいほしいもを決定。 

○ 今後も引き続き、「美味しいほしいもと言えば茨城県」のイメージ定着を図るた

め、話題性のあるプロモーション活動を展開する。 

＜最終審査結果＞ 

順位 事業者名 市町村 

優勝 (株)オオスガファーム ひたちなか市 

２位 (株)フクダ ひたちなか市 

３位 かんみや本舗 東海村 

 

・審 査 方 法 ： 

①全国から出品された 41 点について、書類審査・機器分析による予選審査を実施 

②予選審査を通過した 21 点について、一般消費者及び審査員による最終審査（食味審 

 査）を実施 

・最 終 審 査 ：有楽町駅前広場（一般消費者） 

水戸プラザホテル（審査員） 

・審 査 員 ：岡部勝義氏（さつまいもシェフ）、谷まりあ氏（タレント）等 

 

＜実施による成果＞ 

・民放ゴールデンタイム番組等でグランプリの様子が取り上げられる、約 1億円の広

告換算効果があった。 

 ・受賞者にはマスコミからの取材やほしいもの注文が殺到した。 

  

 

 

 

 

 

 

表彰式での記念撮影 
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 諸般の報告 

（５）「常陸乃国まさば」のフェアの結果について 

１ フェアの開催状況 

○ 令和８年１月 16 日から２月３日にかけて「常陸乃国まさば生旨フェア」を開催。 

○ 養殖を行っている那珂湊漁港のあるひたちなか市と、近隣の水戸市及び大洗町

に所在する「いばらきの地魚取扱店」等の飲食店 34 店舗がフェアに参加した。 

○ フェアに参加した飲食店では、「常陸乃国まさば」のブランドコンセプトである

「生食を推奨できること」を活かして、寿司や刺身、姿造り等で提供された。 

○ 各飲食店からは、『「常陸乃国まさば」はお客様からの評判が良く、今後の生産

増加と、名物としてのブランディングを期待する』等の声が寄せられた。 

 

２ 今後の対応 

○ 「常陸乃国まさば」は、需要が拡大しつつある一方で、供給量が不十分な状況に

あることから、生産拡大を図るために、養殖技術の向上と、生産者に対する養殖

技術指導に力を入れるとともに、早く成長する種苗を供給するための育種や早期

採卵等の種苗生産体制の強化を進める。 

 

＜参考＞ 

１ フェア参加飲食店におけるメニュー例 

 

 

 

 

 

 

２ お客様の感想例（お客様アンケート結果より） 

   ・臭みがなく、とろけるような味わいでした。 

・臭みが全くなく、青魚の旨さをしっかり堪能できた。 

・生食でこんなに美味しく食べられるなんて感動。 

・上品な脂の味わい。 

 

 

また食べたい

また食べてもよい
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 諸般の報告 

（６）茨城県植物園等のリニューアルオープン後の状況について 

○ 昨年 11 月 29 日（土）にリニューアルオープンした、ザ ボタニカルリゾート 林

音(りんね)の２月末までの来場者数は 104,160 人であった（令和５年度の同期間

37,727 人）。 

○ より多くの集客を図るため、宿泊施設では、夕食にブランド豚「常陸の輝き」な

どの鍋が味わえる冬限定宿泊プランを提供するほか、熱帯植物館では、バレンタイ

ンデーをイメージし、花や葉がピンク色のブーゲンビリアなどの植物 20 種類以上を

集めた特別展示を開催するなど、季節に応じた企画を実施している。 

○ 今後も、営業戦略部と連携し、各メディアに対する働きかけやインフルエンサー

を活用したＳＮＳによる情報発信など、春休み、ゴールデンウイークなどの行楽シ

ーズンに向けた PR に取り組んでいく。 
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令和７年度包括外部監査の結果報告及び今後の対応について 
 
 

１ 監査の実施経過 
（１）監 査 テ ー マ 農林水産部の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について 
（２）監査対象機関 農林水産部 30機関（本庁 11 課及び出先 19 機関） 
（３）監 査 の 要 点 

・農林水産部の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、関係法令・条例・ 
規則等に準拠して適切に行われているか。 

・農林水産部の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、経済的、効率的及び 
有効的になされているか。 

（４）監査実施期間 令和７年７月 10日 ～ 令和８年２月 26日 

（５）包括外部監査人 前嶋
まえじま

 仁一
じんいち

（公認会計士） 

 
２ 監査結果 
（１）指摘及び意見の件数 63 件（指摘：８件、意見：55件） 
（２）主な指摘及び意見 

区
分 

指摘・意見の内容 
担当 
所属 

指
摘 

【要領で定めた確認について】 
○ 補助金の実施要領において、申請者から提出された計画書の取組状況を確認するこ

ととされていたが、確認が漏れていた。必要な手続きや確認事項について、チェック
リストを準備し活用するなど、手続きが漏れない仕組みを構築する必要がある。 

農業政策課 

指
摘 

【契約書の取り交わしについて】 
○ 請負に関する契約書に印紙の貼付がなされていなかった。貼付の確実性を担保する

ため、チェックリストの整備や電子契約書の活用が推奨される。 

産地振興課 
畜産課 

意 
見 

【試験研究機関のあり方について】 
○ 試験研究機関で研究に従事する職員は、技術職で採用され、通常３～５年程度で異

動となっている。一方、研究課題によっては、同一の職員が最短でも５年程度の関与
が必要なものも見受けられるが、現状の人事異動では、多くの研究に携わる職員が異
動することになり、１つの課題を継続して専属で担える状況になっていない。研究の
成果の充実を図っていく上で、研究課題に着眼した長期的な視点での配属が有益であ
る。 

○ 情報技術の発展や農家等の大規模経営化により、経営者の試験研究機関に対するニ
ーズは高度化されてくるため、試験研究機関の研究機能の向上が必要である。 

  研究機能の向上策として、地方独立行政法人化は、様々な課題はあるものの、研究
機関が自律的に運営する組織形態として、検討に値するものと考える。 

畜産課 
農業技術課 
林政課 
漁政課 

意 
見 

【工事請負契約について】 
○ 農地局の発注工事において、１者入札又は応札者が少ない事例が見られた。原因は、

同種・類似工事の施工実績を参加資格要件としていることから、新規参入者が増えな
いことも考えられる。参加資格要件の考え方あるいはその運用方法について、検討し
ていく必要がある。 

○ 入札において、予定価格を事前公表することとしているが、入札参加者が減少して
いる中にあっては、落札率（予定価格に対する落札価格の比率）を高めることにつな
がるおそれがある。予定価格の事前公表の適否について検討していく必要がある。 

農地整備課 

意 
見 

【補助金について】 
○ 補助金には、性質上、セーフティーネット型の補助金と、成長支援型の補助金の２

タイプがあり、後者の多くにおいて、３～５年程度の計画目標を記載し申請すること
になっているが、申請者が政策目的を長期的に達成していけるかの視点が重要である。 

  申請者の現状の財務状況を把握し、長期的な活動ビジョンと具体的な事業計画の中
で、補助対象となる取組活動や設備取得が果たす役割を分析した上で、補助金の審査
が行われる必要がある。 

産地振興課 
畜産課 

※指摘：適法性、正当性に問題がある事項及び経済的合理性の観点から問題のある事項で、具体的な改善 
措置を求めるもの 

意見：包括外部監査人からの提案で、改善の参考とするもの 
 

３ 今後のスケジュール 
時 期 内       容 

３月～５月 監査結果報告（指摘・意見）に対する改善措置を検討 

６月中旬 第２回県議会定例会の営業戦略農林水産委員会において改善措置を報告 

７月下旬 監査委員による改善措置の公表 
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令和７年度 県出資法人等経営評価結果報告の概要（農林水産部） 

  

 

評価区分 
法人数（構成

比） 
出資法人名 

概ね良好 ６（86％） 

・（公社）茨城県農林振興公社 

・茨城県農業信用基金協会 

・（公社）茨城県森林・林業協会 

・（公財）茨城県栽培漁業協会 

・（公財）那珂川沿岸土地改良基金協会 

・(株)茨城県中央食肉公社 

改善の余地あり １（14％） ・笠間栗ファクトリー（株） 

改善措置が必要 ０（ 0％）  

大いに改善を要する

又は緊急の改善措置

が必要 

０（ 0％） 

 

合計    ７ 
 

 

 

 

 

 （参考）【全体】 

 

評価区分 法人数（構成比） 

概ね良好 ２５（78％） 

改善の余地あり ５（16％） 

改善措置が必要 １（ 3％） 

大いに改善を要する

又は緊急の改善措置

が必要 

１（ 3％） 

合計 ３２ 
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（農林水産部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

資本金 県出資額 県出資比率

110,000千円 35,000千円 31.8％

前期損益 当期損益 利益剰余金

6,075千円 2,116千円 △4,174千円

＜改善の余地あり＞ 資産 負債 純資産

産地振興課 364,225千円 258,399千円 105,826千円

総 合 的 所 見 等
※（　）書きは、経営評価チームが県所管課に向けた意見

左 に 係 る 対 応

法人の設立５期目となる令和６年度は、栗の大
粒化傾向に伴う加工用栗の減少により、原料栗の
仕入量が計画に達しなかったものの、大口取引先
の確保など販路拡大に努めた結果、販売量が増加
し、売上高は１５４百万円（前期比３６百万円
増）となった。

一方で、原料栗の高騰や人件費増による経費の
増加により、経常利益は４百万円（前期比２百万
円減）、当期純利益は２百万円（前期比４百万円
減）、当期未処理損失金は４百万円（前期比２百
万円減）となった。

経営の早期安定化のため、原料栗を確実に確保
する必要があることから、仕入量確保に向けた取
り組みを一層強化するとともに、加工品の更なる
品質向上と販路拡大により収益拡大に努め、累積
損失の早期解消を図られたい。

　　県所管課は、法人の財務状況を注視し、経
　営の早期安定化に向けた取り組みについて指
　導されたい。

原料栗を確実に確保できるよう、仕入量確保に
向けた取組を支援していく。

また、さらなる製造の効率化、製品の高品質化
に向け、技術指導を実施していくことで、収益の
改善を図るよう指導していく。

これらにより、令和６年度以上の当期純利益を
確保し、累積損失の早期解消に向け、引き続き指
導していく。

県所管課としては、県内産の栗の付加価値をさ
らに高め、農業者の利益の拡大につなげることに
より、さらなる産業振興を図っていきたい。

決　算　状　況　等

1

笠間栗ファクトリー
(株)

出
資

決
算

資
産

番
号

- 9 -

- 9 -



（農林水産部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

総 合 的 所 見 等
※（　）書きは、経営評価チームが県所管課に向けた意見

左 に 係 る 対 応決　算　状　況　等
番
号

資本金 県出資額 県出資比率

1,900,550千円 538,320千円 28.3％

前期損益 当期損益 利益剰余金

168,743千円 92,333千円 25,220千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 純資産

畜　産　課 2,316,004千円 390,234千円 1,925,770千円

2

(株)茨城県中央
食肉公社

出
資

決
算

法人は、食肉処理施設と県内唯一の食肉卸売市
場を有しており、と畜において県内の約４分の１
のシェアを占めるなど、本県畜産振興の基幹的な
役割を果たしている。

令和６年度は、豚の疾病発生等の影響により、
と畜頭数・市場上場頭数とも経営目標にわずかに
届かなかったが、各種手数料の見直しによる収益
向上により、経常利益は１１８百万円(前期比
７６百万円減）、当期純利益は９２百万円(前期
比７６百万円減)と２期連続の黒字を計上し、法
人設立以来の累積損失を解消することができた。

引き続き、と畜頭数・市場上場頭数の拡大に向
けた営業活動を展開し、引受頭数を確保するとと
もに、品質衛生管理の向上や業務の効率化により
収益性を高め、財務基盤の強化を図られたい。

また、施設・設備の老朽化が進んでいることか
ら、計画的かつ効率的な修繕・更新を実施すると
ともに、施設の再整備についても、県や関係機関
と連携しながら検討を進められたい。

法人設立以来の累積損失は解消したものの、と
畜頭数・市場上場頭数とも経営目標に届かなかっ
たことから、と畜頭数や上場頭数を拡大するため
の営業活動の強化や部分肉加工頭数の拡大などに
取り組むよう指導していく。また、職員の資質向
上への取組みを継続し、と畜解体処理技術の向上
による仕上げ不良の削減などを進めることで、収
益の改善を図るよう指導していく。

一方で施設・設備の老朽化への対策について
は、安定して収益を確保できるよう収支内容を細
かく分析しながら計画的な修理・更新が進められ
るよう指導するとともに、施設の再整備に関する
検討が進められるよう指導していく。

資
産

- 10 -

- 10 -



（農林水産部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

総 合 的 所 見 等
※（　）書きは、経営評価チームが県所管課に向けた意見

左 に 係 る 対 応決　算　状　況　等
番
号

基本財産 県出資額 県出資比率

15,000千円 15,000千円 100.0％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

1,904千円 22,795千円 2,918,483千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

農業経営課 4,469,376千円 1,550,893千円 2,918,483千円

3

(公社)茨城県農林
振興公社

出
資

農地中間管理機構および県、市町村、農業委員
会などの関係機関が連携し将来の農地利用の在り
方等を定める「地域計画」の策定に向けた取組と
の連動に加えて、契約期間の満了を迎える農地に
ついて、前倒しで契約の更新事務に着手すること
で業務の平準化に努めるほか、農地の大区画化等
を行う基盤整備事業の推進により、農地の集積・
集約化を促進し目標が達成されるよう引き続き指
導していく。

また、県所管課としては、本県農林業施策を推
進する上で、効率的・効果的に事業を実施するた
めの適正な組織体制等を見極めながら、人的・財
政的関与の見直しを進めていく。決

算

資
産

法人の中核事業であり事業費全体の７３．３
パーセントを占める農地中間管理事業において
は、令和６年度は、法改正による影響や契約更新
等により、転貸面積が３，１５２ヘクタール（前
期比５７８ヘクタール増）と、年間計画目標を上
回る実績となった。

農地中間管理事業は開始から１１年となり、賃
借期間の満了に伴う契約更新時期を迎えることか
ら、県や市町村等の関係機関と連携して円滑な更
新に取り組むとともに、県内農業発展のため、更
なる農地の集積・集約化を推進されたい。

また、農業従事者の高齢化や担い手不足、遊休
農地の増加など、農林業を取り巻く課題解消に向
けて、県や関係機関と連携しながら「茨城県農林
振興公社運営の基本方向（２０２２－
２０２５）」に基づく各種事業を実施し、農林業
者の経営の安定と農林業の生産基盤の整備を図る
とともに、引き続き、健全経営の維持と事業運営
の効率化に努められたい。

　　県所管課は、引き続き、法人とともに事業
　運営の効率化を進め、人的・財政的関与の縮
　減を図られたい。

- 11 -

- 11 -



（農林水産部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

総 合 的 所 見 等
※（　）書きは、経営評価チームが県所管課に向けた意見

左 に 係 る 対 応決　算　状　況　等
番
号

基本財産 県出資額 県出資比率

4,530,240千円 689,390千円 15.2％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

28,955千円 61,684千円 7,480,182千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

農業経営課 13,176,122千円 5,695,940千円 7,480,182千円

融資機関と連携しつつ、農業近代化資金をはじ
めとする農業制度資金の利用を促進し、設立目的
に沿った本県農業の近代化及び生産性向上に結び
付く積極的な債務保証引受けに取り組むよう指導
していく。

あわせて、適正な保証審査の実施及び初期延滞
管理の徹底、代位弁済における期中管理の強化、
求償権による管理回収強化等により、引き続き、
財政基盤の充実と高い弁済能力比率を維持し、健
全な事業運営が図られるよう指導していく。

決
算

資
産

令和６年度の新規保証については、大型機械導
入や農業用建物建築など設備資金の需要増加によ
り農業関連資金が増加した一方、住宅資金は減少
が続いており、保証引受額は１３９億８０百万円
（前期比１５．９パーセント減）、保証実残高は
保証引受が償還等を下回り、１，７０２億５６百
万円（前期比１．７パーセント減）となった。

農業近代化資金の保証引受が伸長している一方
で、保証実残高及び求償権残高における住宅ロー
ンの割合は依然として高い状態にあるため、引き
続き、ＪＡ等の融資機関と連携して、できる限り
設立目的に沿った本県の農業近代化や生産性向上
に結びつく保証の引受け拡大に取り組まれたい。

代位弁済については、初期の延滞解消に努めた
結果、２８８百万円（前期比３０．６パーセント
減）となった。

引き続き、融資機関と連携した適正な保証審査
の実施や初期延滞管理の徹底、求償権による管理
回収の強化に取り組むとともに、高い弁済能力比
率（令和６年度末９０８．９パーセント）を維持
し、適正な管理費の維持と効率的な業務執行によ
り財務基盤を充実させ、健全な事業運営に努めら
れたい。

出
資

4

茨城県農業信用
基金協会

- 12 -

- 12 -



（農林水産部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

総 合 的 所 見 等
※（　）書きは、経営評価チームが県所管課に向けた意見

左 に 係 る 対 応決　算　状　況　等
番
号

基本財産 県出資額 県出資比率

15,600千円 －　千円 －　％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

30,546千円 10,070千円 147,566千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

林政課 207,369千円 59,803千円 147,566千円

(公社)茨城県森林・
林業協会

出
資

決
算

5

合併３年目となる令和６年度は、事務所をワン
フロアに集約し執行体制の効率化を進め、事業コ
ストの削減など業務改善に継続的に取り組んだこ
とにより、経常増減額は１７，５５１千円（前期
比５，０８２千円減）となり、２期連続の黒字計
上となった。

引き続き、合併の効果を活かし執行体制の構築
と経営の安定化を図るとともに、林業の担い手育
成・確保や「茨城県市町村森林管理サポートセン
ター」による市町村への森林整備の支援等の法人
の設立目的に沿った事業を積極的に展開し、その
役割を果たされたい。また、治山林道事業の測量
設計業務等を積極的に展開することにより収益の
確保に努められたい。

　　県所管課は、引き続き法人の事業執行体制
　の整備・改善を指導するとともに、自立化に
　向けて人的関与の見直しを図られたい。

合併の効果を十分に活かし、執行体制の効率化
や事業コストのさらなる縮減が進むよう、引き続
き指導していく。

また、「茨城県市町村森林管理サポートセン
ター」としての市町村支援業務や治山林道事業に
係るコンサルタント業務の拡大により収益確保に
努め、経営の安定化が図られるよう指導してい
く。

県所管課としては、事業執行体制の整備・改善
を促すなど、法人の自立化が図られるよう指導し
ていくとともに、職員確保の状況を勘案しつつ、
人的関与の見通しについても引き続き検討してい
く。

資
産

- 13 -

- 13 -



（農林水産部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

総 合 的 所 見 等
※（　）書きは、経営評価チームが県所管課に向けた意見

左 に 係 る 対 応決　算　状　況　等
番
号

基本財産 県出資額 県出資比率

126,750千円 55,950千円 44.1％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

21,771千円 6,208千円 258,887千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

水産振興課 353,488千円 94,601千円 258,887千円

6

(公財)茨城県栽培
漁業協会

出
資

法人は、本県水産資源の増大のため、ヒラメや
アワビ、鹿島灘はまぐり等の種苗生産・放流に関
する一連の技術開発と放流効果の実証及び栽培漁
業の普及啓発に加えて、養殖マサバの種苗生産技
術開発を行っている。

令和６年度は、概ね生産計画目標を達成してい
るが、ヒラメ、マコガレイ及びウニ類については
斃死の発生等により計画を下回る実績となった。

気候の変動、海洋環境の変化による水産資源の
減少や魚価の低迷などにより、漁業を取り巻く環
境は厳しい状況が続く一方、水産種苗生産の重要
性は増していることから、引き続き、県の栽培漁
業基本計画に基づき、目標達成に向けた安定的な
水産種苗生産や種苗生産技術開発に一層取り組ま
れたい。

また、栽培漁業で培った種苗生産技術を生か
し、養殖種苗の生産や養殖参入希望者への技術相
談対応といった、養殖業の振興に寄与する取組を
進められたい。

本県水産資源の維持増大を図るため、計画を下
回る実績となったヒラメ、マコガレイ及びウニ類
について、飼育水を紫外線で殺菌して魚病を対策
するといった生産技術の改善を行うなど、県の栽
培漁業基本計画の目標を安定して達成できるよう
引き続き指導していく。

また、気候の変動や海洋環境の変化などに対応
するため、より効率的な種苗生産や効果的な放流
に資する技術開発に取り組むよう引き続き指導し
ていく。

さらに、安定した法人の経営に努めながら、養
殖用種苗の生産や県内養殖業者からの飼育技術に
関する相談への対応など、栽培漁業で培った種苗
生産技術を生かし、養殖産業振興に取り組むよう
指導していく。

決
算

資
産
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（農林水産部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

総 合 的 所 見 等
※（　）書きは、経営評価チームが県所管課に向けた意見

左 に 係 る 対 応決　算　状　況　等
番
号

基本財産 県出資額 県出資比率

600,000千円 300,000千円 50.0％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

△60,780千円 △9,000千円 8,236,585千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

農地整備課 8,250,986千円 14,401千円 8,236,585千円

7

(公財)那珂川沿岸
土地改良基金協会

出
資

法人は、国営那珂川沿岸農業水利事業等の早期
効果発現に資するため、中期計画に基づき事業実
施に努めている。

引き続き、ホームページの活用等により事業効
果のＰＲを行うなど、受益者に向けた広報を推進
されたい。

保有する債券のうち、満期保有目的外の国債の
評価額下落により正味財産期末残高が３期連続で
減少した。資金の運用については、市町村等で構
成する償還対策検討会における運用計画の検討及
び協議を通じて、安全性を確保した上で、地元負
担金の円滑な償還に向けてより効率的な運用に努
められたい。

なお、国営事業の完了時期が示されていること
から、国営事業完了後の法人のあり方について、
県及び関係市町村と連携し検討を進め、早期に決
定されたい。

　　県所管課は、事業完了後における法人のあ
　り方について、法人等とともに検討を進め、
　早期に決定がされるよう、引き続き指導され
　たい。

国営那珂川沿岸農業水利事業等の早期効果発現
に向けて、中期計画に基づき、現地研修会や実証
圃展示等の事業を行うとともに、ホームページを
活用して利水活用実績を周知するなど、農業者の
畑地かんがい営農実現への意欲高揚を図るよう引
き続き指導していく。

保有する債券のうち、満期保有目的外の国債に
ついては、引き続き償還対策検討会において十分
検討・協議を行い、安全性を確保したうえで、地
元負担金の円滑な償還に向けて、効率的な債券運
用が図られるよう指導していく。

県所管課としては、国営事業の完了時期が示さ
れていることから、国営事業完了後の法人のあり
方について、国や関係市町村等と検討を進め、早
期に決定されるよう引き続き指導していく。

決
算

資
産
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